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事業名 一般国道５２号 上石田改 良 事業 一般国道 事業 国 土 交 通 省
かみいしだかいりょう

区分 主体 関東地方整備局

起終点 自：山梨県甲府市富竹一丁目 延長
やまなしけんこ う ふ しとみたけ

至：山梨県甲府市 寿 町 １．０ｋｍ
やまなしけんこ う ふ しことぶきちょう

事業概要

国道５２号は、静岡県静岡市から山梨県甲府市に至る幹線道路である。上石田改良は、甲府市内を流れ

る荒川や貢川に架かる橋の架け替えや４車線化による交通円滑化、拡幅・線形改良と歩道設置による交通

安全性の向上、沿道環境の改善を目的とした、甲府市富竹一丁目から甲府市寿町までの延長１．０ｋｍの

４車線の拡幅事業である。

Ｈ８年度事業化 Ｓ２１年度都市計画決定 Ｈ１６年度用地着手 Ｈ１７年度工事着手

（Ｓ４３年度変更）

全体事業費 約１３８億円 事業進捗率 ８０％ 供用済延長 ０ｋｍ

計画交通量 ２０,２００～２６,５００台／日

費用対効果 Ｂ／Ｃ 総費用 (残事業)/(事業全体) 総便益 (残事業)/(事業全体) 基準年

分析結果 (事業全体) １．２ ２５/１５７億円 １９５/１９５億円 平成２５年

事 業 費： 21/152億円 走行時間短縮便益：160/160億円

(残事業) ７．７ 維持管理費：4.7/4.7億円 走行費用減少便益： 28/ 28億円

交通事故減少便益：7.0/7.0億円

感度分析の結果

【事業全体】交通量 ：B/C＝1.2～1.3（交通量 ±10％）【残事業】交通量：B/C＝ 7.5～ 7.8（交通量 ±10％）

事業費 ：B/C＝1.2～1.3（事業費 ±10％） 事業費 ：B/C＝ 7.1～ 8.4（事業費 ±10％）

事業期間：B/C＝1.2～1.3（事業期間± 1年） 事業期間：B/C＝ 7.4～ 8.0（事業期間± 1年）

事業の効果等

①交通混雑の緩和

・貢川交差点～貢川橋西詰交差点を中心に交通混雑が発生し、国道５２号(現道)の損失時間は

約２１５．４千人時間/年･kmであり、全国平均（２６．３千人時間/年･ｋｍ）の約８．２倍となって

いる。

・上石田改良の整備により、大型車等の通過交通がバイパスに転換し、国道５２号(現道)の渋滞緩和が

見込まれる。

②安全安心な通行の確保

・上石田改良と並行する国道５２号(現道)の死傷事故率は、１２２．０件/億台･ｋｍであり、全国平均

(１０２．０件/億台・km)の１．２倍となっている。

・事故の内訳は、追突事故が約５割を占めており、要因として渋滞や線形不良による急減速が想定され

る。

・上石田改良の整備により、現道の交通が転換し、交通事故の減少や歩行者等の安全性向上が期待され

る。

③沿道環境の改善

・線形が悪いため、見通しが利きにくく、ドライバーも自転車・歩行者も通行に支障。

・歩道の未整備が１つの要因となり、歩行者・自転車が関与する事故が山梨県直轄国道平均の約６倍。

・上石田改良の整備により、通過交通の生活道路への流入が減少し、安全性の向上が見込まれる。

関係する地方公共団体等の意見

・山梨県知事の意見：

一般国道５２号は静岡県静岡市と山梨県甲府市を結ぶ重要な幹線道路です。本事業区間は二車線で、

歩道もなく、道路線形も悪いうえに、主要幹線道路と短区間で交差しているため、慢性的な交通渋滞の

発生や歩行者の安全確保の面からも多くの問題を抱えている箇所でもあります。

今年度末には、甲府南アルプス線（通称 アルプス通り）より東側（甲府より）約７５０ｍが部分供

用となる予定で、歩行者の安全確保や電線の地中化による景観の向上などが期待されています。

ただ、県としては上記問題の解決には、全線の早期供用が是非とも必要と考えており、残区間の早期

完成を切にお願いします。



事業評価監視委員会の意見

事業の継続を承認する。

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

隣接する国道５２号寿町拡幅が平成１６年度に完了。

事業の進捗状況、残事業の内容等

・昭和２１年度に都市計画決定、昭和４３年度に都市計画変更。

・平成８年度に事業化され、平成１６年度から用地着手。平成１７年度から工事着手。

・荒川橋～アルプス通は平成２５年度に４車線で供用予定。

・アルプス通～貢川交差点の用地取得は、平成２４年度から着手。

・全体の用地取得率は、６７％完了。引き続き、用地取得、工事の促進を図り、早期の全線供用を目指す。

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等

引き続き、全線４車線完成に向けた事業促進を図る。

施設の構造や工法の変更等

－

対応方針 事業継続

対応方針決定の理由

以上の事業の効果及び進捗状況、関係する地方公共団体等の意見、事業評価監視委員会による審議を踏

まえると、事業の必要性、重要性は高いと考えられる。

事業概要図

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。
※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。


